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現行の健康保険証の存続を求める要請書
　
　　日頃から県民の健康・福祉の充実に努力されている貴職に、心から敬意を表します。
私たちは、「誰もが安心の医療を」を掲げて共同で運動している団体です。
政府は、現行の健康保険証を2024年秋に廃止し、マイナンバーカードに一本化させる法案を成立させました。しかし、誤登録や情報漏洩、「資格無効」と表示される等、マイナンバーカードでの受診によるトラブルが続出し、マイナ保険証に対する国民の不安が広がっています。
長野県内では、マイナ保険証への一本化に対して県内の23市町村が「延期・撤回」を求めており、相次ぐトラブルによるマイナカードの自主返納も30市町村で167件にのぼっていることが信濃毎日新聞社の取材で分かりました。市町村の保険証廃止「延期・撤回」要望の理由には「マイナ制度への住民の不信感」、「現行保険証で住民は不便を感じていない」などが多数を占め、「制度への不信感が急速に広がっていることが鮮明になった」と報じています。
厚生労働省は、マイナ保険証を取得しない人全員に対して資格確認書を当分の間、申請によらず交付し、有効期限を「最長5年」に延長すると説明しています。しかし、これまで各健康保険組合や市町村などの保険者が被保険者に対し健康保険証を発行、送付していたものが、被保険者が申請しないと交付されなくなる方針に変更はなく、マイナ保険証を取得しない人は資格確認書の取得、更新の手続きを強いられることになります。これにより本人の意思確認や申請そのものが難しい認知症患者、要介護高齢者、障害者等は保険診療を受けられなくなることが懸念されます。
マイナカードと健康保険証の一本化に対する国民の不安は払しょくされておらず、健康保険証の廃止により国民皆保険制度の下で守られている県民のいのちと健康が脅かされるような事態は何としても避けなくてはなりません。
こうしたことから、長野県としてマイナ保険証への一本化方針に対し、国に現行の健康保険証の存続を求めるよう要請します。
記
一　現行の健康保険証の存続を国に求めること。
以上
